
厚木市斎場条例の一部改正の骨子に対するパブリックコメントの実施結果について 

 

１ 意見募集期間 

令和８年５月 11 日（月曜日）から令和８年６月 12 日（金曜日）まで 

 

２ 意見の件数等 

(1) 意見をいただいた人数   ６人 

(2) 意見の件数        ６件 

(3) 案に反映した意見の数   ０件 

 

３ 意見と市の考え方 

№ 意見の概要 市の考え方 反映したもの 

市外火葬炉使用料について 

1 

料金の一部改訂、良いと思

います。市民が税金を納めて

成り立っている市の公共機関

ですから市外の方の負担増は

当然だと思います。 

 市民の皆様の利用を確保し

ながら、市外利用者の火葬炉

使用料を適正な金額に改める

ことで、将来の火葬需要の増

加にも対応した火葬炉整備等

の財源とさせていただきま

す。 

‐ 

２ 
賛成です。 

‐ 

３ 

市内居住者と市外居住者の

料金を分けて運用し、その金

額の見直しを行っていくこと

に賛成です。他都市の運用例

も参考情報として調査して開

示いただければ有り難いで

す。 

市民の皆様の利用を確保し

ながら、市外利用者の火葬炉

使用料を適正な金額に改める

ことで、将来の火葬需要の増

加にも対応した火葬炉整備等

の財源とさせていただきま

す。 

また、他都市の運用例につ

きましては、自治体等のホー

ムページ等で公表されており

ますので、御確認いただきま

すようお願いします。 

‐ 

４ 

厚木市周辺の市町村と比較

して同等か、又厚木市及び周

辺市町村にある民間の火葬費

用と比較して妥当か？厚木市

住民以外に対し安すぎれば厚

今回の改正におきまして

は、火葬に係る経費や施設の

維持管理費等から適正な金額

を算出し、近隣の火葬場と同

等かそれ以上の使用料とさせ

‐ 



木市に集中したり民間企業へ

の圧迫が生じます。計算によ

る価格を下限として妥当性を

確認して決めてください。今

後高齢化がますます進んだ時

に厚木市住民の火葬が後回し

になる本末転倒なことが起き

ないようにしてください。 

ていただいております。 

また、従前どおり市民優先

枠を設けることで、市民の皆

様の火葬枠を確保してまいり

ます。 

５ 

 12 歳以上の使用料の 2 万 6

千円の改正は、大きく感じま

す。理由がわかるならば、そ

のようなものであると納得さ

れるのではと存じます。両親

ともに使用させていただき、

施設として、参列者から関心

をもたれるものであったた

め、今後の管理のために必要

な使用料の改正であることを

願っております。 

 

 今回の改正は市外の方が御

利用される場合の火葬炉使用

料であり、市内の方の使用料

は据え置きとさせていただい

ております。 

火葬に係る経費や施設の維

持管理費等から算定した適正

な使用料に見直すものであ

り、納めていただく使用料に

つきましては、将来的な火葬

需要の増加に対応した火葬炉

整備等の財源とさせていただ

きます。 

‐ 

  



６ 

【意見の趣旨】 

 市外利用者の料金改定根拠と

なっている「経費・人件費・

減価償却費等の原価を 100%

受益者負担とする考え方」に

疑問を感じます。火葬場はす

べての市民が一生に一度必ず

利用する極めて公共性の高い

施設であり、本来は無料また

は公費（税金）で広く賄われ

るべき性質を持っています。

今回の算定ロジックをそのま

ま認めると、将来的に市内利

用者の負担増に繋がる懸念も

あり、100%受益者負担を前提

とした対応は見直すべきで

す。 

【理由・具体的な意見】 

 改正骨子では、市外利用者の

使用料について「受益者負担

の観点から現状の経費や減価

償却費等により算出した適正

な金額（原価 100%）」に改定

するとしています。しかし、

厚木市斎場は市内に民間の代

替施設がなく、すべての市民

が必ず利用せざるを得ない

「生活に必要不可欠な施設

（骨子 1 より）」です。この

ような性質を持つ施設は、一

般的な「利用したい人だけが

利用する施設（受益者負担が

馴染む施設）」とは一線を画す

ものであり、本来であれば無

料であってもおかしくないほ

どの高い公共性を有していま

す。 

 今回の改定案は「市内利用者

市外火葬炉使用料につきま

しては、利用者が施設の建設

費や維持管理費を負担してい

ないことから、公平性の観点

から減価償却費を含めた原価

とさせていただいておりま

す。 

一方、市内火葬炉使用料に

つきましては、「受益者負担直

しに関する基本方針(公の施設

の使用料編)」に基づき、市民

生活に欠かせない施設である

ことを前提として、受益者負

担率を設定すべきものとなり

ますが、近隣に民間の代替施

設がないことや他自治体の火

葬施設との均衡も考慮して、

全ての区分において現行どお

りとしたものです。 

御意見につきましては、今

後の取組の参考とさせていた

だきます。 

‐ 



は据え置き」となっています

が、この「原価（経費＋人件

費＋減価償却費）の 100%を

受益者負担とすることが確定

している」かのような算定ロ

ジックをそのまま認めると、

将来的には市内利用者に対し

ても同様の論理で大幅な値上

げを迫る根拠になりかねませ

ん。 

 したがって、公共施設（特に

火葬場のような必須インフ

ラ）の使用料における受益者

負担の割合については、一律

100%を基準とするのではな

く、公費負担の必要性（公共

性・必須性）を十分に考慮し

た別の算定基準や基本方針を

適用すべきと考えます。 

 

４ お問合せ先 

(1) 担当課名 市民課 

(2) 連絡先  046-281-8595 

 

５ 結果公開日 

令和８年７月 31 日 公開 


